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熊本市 734,474 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 熊本市
八代市 132,266 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 八代市
人吉市 35,611 ○ ○ ○ ○ 4 人吉市
荒尾市 55,321 ○ ○ ○ 3 荒尾市
水俣市 26,978 ○ ○ ○ 3 水俣市
玉名市 69,541 ○ ○ ○ ○ 4 玉名市
山鹿市 55,391 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 山鹿市
菊池市 50,194 ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8 菊池市
宇土市 37,727 ○ ○ ○ ○ 4 宇土市

上天草市 29,902 ○ ○ ○ ○ ○ × 5 上天草市

宇城市 61,878 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 宇城市
阿蘇市 28,444 ○ ○ × ○ ○ 4 阿蘇市
天草市 89,065 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 8 天草市

合志市 55,002 ○ ○ ○ ○ ○ 5 合志市

美里町 11,388 ○ ○ 2 美里町
玉東町 5,554 ○ ○ 2 玉東町
南関町 10,564 ○ ○ × × × × ○ ○ 4 南関町

長洲町 16,594 ○ ○ ○ ○ × × × 4 長洲町

和水町 11,247 ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ 5 和水町
大津町 31,234 ○ ○ ○ 3 大津町
菊陽町 37,734 ○ ○ 2 菊陽町
南小国町 4,429 ○ ○ ○ ○ 4 南小国町
小国町 7,877 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6 小国町

産山村 1,606 ○ ○ ○ 3 産山村

高森町 6,716 ○ 1 高森町
西原村 6,792 ○ ○ 2 西原村
南阿蘇村 11,972 ○ ○ ○ ○ 4 南阿蘇村
御船町 17,888 ○ ○ ○ 3 御船町
嘉島町 8,676 ○ ○ 2 嘉島町
益城町 32,676 ○ ○ ○ ○ 4 益城町
甲佐町 11,181 ○ 1 甲佐町
山都町 16,981 ○ ○ ○ ○ 4 山都町
氷川町 12,715 ○ ○ ○ 3 氷川町
芦北町 19,316 ○ ○ ○ 3 芦北町
津奈木町 5,062 ○ ○ 2 津奈木町

錦町 11,075 ○ × ○ ○ 3 錦町

多良木町 10,554 ○ ○ 2 多良木町
湯前町 4,375 ○ ○ 2 湯前町
水上村 2,405 ○ ○ ○ ○ 4 水上村
相良村 4,934 ○ ○ 2 相良村
五木村 1,205 ○ ○ 2 五木村
山江村 3,681 ○ ○ 2 山江村
球磨村 4,249 ○ 1 球磨村

あさぎり町 16,638 ○ × ○ ○ 3 あさぎり町
苓北町 8,314 ○ ○ ○ ○ ○ 5 苓北町

くまもと県北病院機構設立組合 ― ○ 1 くまもと県北病院機構
小国町外１ヶ町公立病院組合 ― ○ 1 小国町外１ヶ町公立病院組合
球磨郡公立多良木病院組合企業団 ― ○ 1 球磨郡公立多良木病院組合企業団

大津菊陽水道企業団 ― ○ 1 大津菊陽水道企業団
八代生活環境事務組合 ― ○ 1 八代生活環境事務組合
阿蘇広域行政事務組合 ― ○ ● ● 1 阿蘇広域行政事務組合
人吉球磨広域行政組合 ― ○ ● ● 1 人吉球磨広域行政組合
上天草・宇城水道企業団 ― ○ 1 上天草・宇城水道企業団

事業数 ― 29 4 1 0 14 0 12 6 5 1 1 1 23 2 1 0 2 2 7 1 1 4 0 0 0 7 12 16 1 1 1 3 12 5 事業数
法適・法非適用企業内訳 ― 法適・法非適用企業内訳

○
○

×

平成２９年度決算・公営企業設置状況一覧（含熊本市）

区分 人口※

法適用企業 非法適用企業

合計

交通 下水道 介護サービス 下水道

175
74 101

※H22年国勢調査人口 人口３万人未満市町村 31

平成２９年度法適用・新規 H32.4までに移行が必要 人口３万人以上市町村 14

平成２８年度法適 出来る限り移行 人口３万人以上で法非適（簡水） 4
平成２９年度から廃止 公共下水道事業法適化時に出来るだけ移行対象に含める。 人口３万人以上で法非適（公共下 3

人口３万人以上で法非適（特環） 2
人口３万人未満で法非適（簡水） 19
人口３万人未満で法非適（公共下 4
人口３万人未満で法非適（特環） 10


